


























































































北海道 22 32 3 10 1 15 1 7 3 4 ！6 1
東　北 80 115 14 25 3 45 2 43 2 16 67 3



































中　部 196 284 51 21 2 79 33 125 6 30 198 6
近　畿 52 73 18 2 0 22 6 27 1 16 50 1
中　国 55 66 5 9 0 16 3 40 0 4 48 2
四　国 34 46 17 8 0 27 0 11 0 7 18 1
九　州 145 199 39 23 5 78 22 61 13 24 120 1









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1位 2位 3位 4位 5位
数　量
1位 2位 3位 4位 5位
域　外 578木具 奇玉県千葉県 百島県 奈川 134盲岡具 ム島県 馬具千葉県 盲島具
茨城県
圏　外 （77） 194 162 92 49 23 （117） 70 34 8 6 6
域　外 248玉具 百島具 馬県 城県 申奈川 52 馬具 ，田県 冒目黒 ’知県 京
栃木県
圏　外 （74） 75 48 40 39 10 （33） 14 ！4 8 6 2
域　外 243 玉具 木県 野県 城県 買島県 40・知県 晶山県 奈川 百島県 玉県
群馬県
圏　外 （35） 99 88 12 11 10 （26） 6 6 5 5 4




圏　外 （71） 174 144 131 111 83 （219） 292 92 68 52 40
域　外 597奇玉黒
?
木県 城県 申奈川 55百岡県’知県 城具 晶山県 百島果
千葉県
圏　外 （49） 292 92 68 52 40 （50） 16 15 12 5 3
域　外 5，232奇玉具 申奈川千葉県 木県 馬県 182千葉県 ム島県 木黒’知具 申奈川
東京都




奇玉果 葉県 木県 岡県 345・知県 石岡県 葉果 ム島県 木県
圏　外 （111） 188 182 92 6王 30 （258） 99 95 59 43 12
首都圏
域　外 8，333玉呉千葉具 奈川 木県
?
1，252’知県 百岡県 木具千回目 ム島県
















剌?ｪ 都県内 都県外 圏　外 合　計
都県外
ﾚ動量 1位 2位
169．0 82．0 51．0 36．0 31．0 87．0 36．3冒島県三重県 野艮 奇玉県 ’田県
城県
100．0 48．6 29．9 21．5 18．1 51．4 （30．6）14．6 8．2 4．6 3．2 2．7
88．0 65．0 0．0 23．0 22．0 23．0 22．8盲島冥 日井県山形具 馬県 玉県
木具
100．0 73．6 0．3 26．0 25．5 26．4 （22．3）20．3 1．4 0．5 0．3 0．2
131．0 113．0 4．0 14．0 14．0 18．0 13．9 野県＝重県 百島県 木県 ヒ海
馬具
100．0 86．6 2．8 10．6 10．6 13．4 （13．9）13．3 0．4 0．1 0．1 0．0
331．0 96．0 87．0 148．0 ！17．0 234．0147．6’田具 盲島県 馬県 野県＝重県
奇玉具
100．0 29．1 26．3 44．6 35．4 70．9（117．1）43．434．923．018．9 9．3
308．0146．0 76．0 86．0 65．0 162．0 85．9 野県 ’田県茨城艮 百島県 木県
葉具
100．0 47．5 24．7 27．9 21．2 52．5 （65．4）29．818．918．215．4 2．1
1，074．01，074．0 4．0 0．0 0．0 0．0 0．0 ヒ海 一 一 一 　?
100．0100．0 0．0 0．0 0．0 0．0 （0．0） 0．0 一 一 一 一
606．0513．0 0．0 93．0 74．0 93．0 93．1ム島県 野県 馬県 百井県 盲島県
申奈川
100．0 84．6 0．0 15．4 12．3 15．4 （74．4）34．713．612．2 9．9 6．4
2，707．0，090．0 217．0400．0324．0617．0399．7盲島呉 野県 ’工具 ム島県 馬県
首都
100．0 77．2 8．0 14．8 12．0 22．8（323．7）91．880．365．036．635．6
（注）1．出所は環境省廃棄物・リサイクル対策部企画課「首都圏の廃棄物の広域移動の状況につい
　　　て」
　　2。市町村等処分量は市町村，一部事務組合に委託により処分されたもので，当該都県の市町
　　　村，一部事務組合に委託した数量を含む。市町村が都県外の民間業者，公上等に最終処分を委
　　　託した一般廃棄物量を集計したもの。
　　3．表中の「0．0」は該当値はあるが，500トン未満。
　　4．1，000トソ未満は四捨五入してあるので合計値が一致しない場合もある。
　　5．下段の数値のうち，都道県の下の数値は移動量を示す。
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けではない。他県の産廃が持ち込まれる一方，搬入された県外産廃の一部は県内施設での中間
処理や保管を経て再度県外に「越境搬送」されてきた。県内産廃の少なからずは県外に「越境
搬送」されている。表2によれば，98年の千葉県の産廃は中間処理を目的に埼玉県（29．2万ト
ン），東京都（9。2万トン），栃木県（6．8万トン），茨城県（5．8万トン），神奈川県（4．0万ト
ン）などに搬送され，最終処分を目的に福岡県（1．6万トン），愛知県（1．5万トン），宮城県
（1．2万トン），富山県（0．5万トン），福島県（0．3万トン）に搬送されている。また，表3によ
れば，一般廃棄物も同年には最終処分を目的に長野県（2．98万トン），秋田県（1．89万トン），
茨城県（1．82万トソ），福島県（1．54万トン），栃木県（0．21万トン）などに「越境搬送」して
いる。
　一般廃棄物については，前述のように，都市化が著しく，人口や世帯など排出源の拡大が顕
著な京葉地区や東葛地区の野田市，流山市，我孫子市，松戸市，船橋市，市川市，習志野市，
浦安市，千葉市などは，最終処分場を市内に確保できないことや，保有施設の残余容量が皆無
あるいは不足していることを理由に，最終処分のために一般廃棄物を日常的に「越境搬送」し
てきた。野田市などの場合は銚子市など県内他市町村に一般廃棄物を「越境搬送」し，最終処
分してきた。
　県内外におけるごみの「越境搬送」は大都市圏から非大都市圏へ，都市から地方や都市へ，
「過密地域」から「過疎地域」ヘー方通行的に移送されてきた。その帰結として「ごみ紛争」
が全国規模で発生・激化し，世紀末のわが国は「紛争列島」の様相を呈してきた。
　それはほかならぬ「廃棄物処理法」が「ごみ紛争」の全国化や「紛争列島」化を避ける方策
として打ち出した「域内処理原則」「越境搬送禁止原則」が，市町村や排出事業者によって無視
され，原則が形骸化してきたことの集中表現である。くわえて，無視できないのは，市町村や
排出事業者などが一般廃棄物や産廃を機械的に「集めて，燃やして，埋める」，いわゆる発生後
・排出後対応としての「焼却処理」「埋め立て処分」「施設処理」，「焼却主義」「埋め立て主義」
に代表される「施設主義」の向き合い方・対応がある。「紛争列島」にピリオドを打つ処方箋は
環境先進国によってすでに思想的・政策的に提示され，実践に移されている。それはほかなら
ぬ「大量廃棄型社会」の転換を前提にした「循環型社会」（それは「資源循環型社会」ではない
「循環型社会」），いわゆる「ごみゼロ社会」の選択・構築を意味する（注11）。
（注）
1．紛争件数は紛争をどう捉えるかによって違ってくるが，捉え方については拙著『ごみ問題百科H一
　争点と展望』（新日本出版社，1998年）で示しており，参照されたい。
2．ごみ処理に原因する紛争について筆者は数年前から全国調査を実施しているが，これまで中間集約
　の数値にもとつく分析を行ってきたが（『ごみ問題百科H一争点と展望』新日本出版社，1998年），その
　後の調査を踏まえ，01年7月時点で第2次中間集約をした。ここでは第2次中間集約の数値を利用し
　た。
3．拙著「それはダストボックスで始まった一ごみ戦争前夜の指定都市狂想曲」（『くらしから清掃を見
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「ごみ紛争」の社会学的研究一千葉県のごみ問題と「ごみ紛争」（田口）
　直す』月刊住民と自治臨時増刊号，自治体研究社，1989年）
4．拙者『ごみ問題の政策争点一「リサイクル社会」論から「経済的手法」論へ』（自治体研究社，1996
年）
5。市町村が地域の一定間隔ごとに開閉式ごみ容器（ダストボックス）を設置し，住民がいつでも排出で
　きる方式である。
6．筆者は拙著『ごみ問題百科H一争点と展望』（新日本出版社，1998年）で1997年10月現在の紛争件数
　をもとに「ごみ紛争」の背景について分析している。
7。海上町の産廃紛争の経緯は産廃反対東総住民連絡会が発行したr海上町住民投票と産廃反対運動』
　（1999年）に詳しい。
8．紛争の構図については拙著「焼却主義・施設主義と施設処理の紛争化一ごみ問題紛争研究ノート（1＞」
　（『立正大学短期大学部紀要』第39号）で仮説を提示している。
9．筆者は「ごみ紛争」に関する全国調査を実施し，分析しており，近く著者として出版予定である。千
　葉県の「ごみ紛争」についても詳論の予定である。
10．千葉県内では建設残土の不法投棄等の問題・紛争も多発している。建設残土の不法投棄の実態につ
　いては「残土・産廃問題ネットワーク・ちば」が編集した『千葉県残土・産廃マップ』（2000年6月）
　が詳しい。
11．ごみ問題を根源的に解決する政策処方箋としては，環境先進国が政策選択し，すでに成果をあげて
　いる「循環型社会」を選択した政策処方箋がある。わが国が選択すべき政策処方箋については，筆者も
　拙著『これからのごみ行政一環境先進国への途』（ケイ・アイ・メディア社，1999年）で検討してい
　る。
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